
1 
 

Ⅰ 調査課題名： 

漁場整備による海域の生産力向上状況調査 

 

Ⅱ 実施機関及び担当者名： 一般財団法人 漁港漁場漁村総合研究所（H25～26 年度）  

                  第 2 調査研究部 伊藤靖、三浦浩、松本卓也 

一般社団法人 水産土木建設技術センター（H25 年度） 

吉塚靖浩、武田真典、井上雅博 

 

Ⅲ 実施年度： 

 平成 25～26 年度 

 

Ⅳ 緒言 

平成 24 年 3 月に改正された漁港漁場整備基本方針では、豊かな生態系を目指した水

産環境整備を推進していく上で、漁場は様々な環境要因により機能を損ないやすいと

いう問題があることから、自然環境や生物相の変化などにも適切に対応できるよう、

モニタリングを継続的に実施し、その結果に応じて事業の実施方法や事業実施後の管

理の在り方を見直していく、いわゆる「順応的管理手法」を導入している。 

これまでも、漁場（魚礁・増殖場）の整備と管理が各都道府県において進められて

きたところであるが、依然として我が国周辺水域の主要な水産資源の約４割が低位水

準である。本事業においては、これまで全国で推進されてきた漁場施設について、代

表的な地区における劣化状況の詳細調査及び機能回復対策の事例収集等を行うととも

に、天然漁場と人工漁場の生産力・生産効率等に関して定量的な比較を行い、今後の

漁場整備のあり方についてのとりまとめを行う。 

 

Ⅴ 調査方法 

以下の 5 課題について検討を行った。 

１. 漁場整備のストック量 

２. 漁場施設の機能発揮状況・経年劣化・機能回復対策 

３. 漁場整備の効果の検証 

４. 水産環境の一体的整備による効果の算定手法検討 

５．漁場整備のあり方検討 

 

調査全体フローを図 V.1.1 に示す。 

  



 

 

Ⅴ.１

漁場施

を把握す

分類・整

（１）集

これ

統計期

水深、事

れてい

16～22
いる。従

Ｈ16～
表 V.1.

（２）ア

アンケ

備事業担

（３）既

アン

トック量

 

 漁場整備

施設（増殖

するために

整理を行っ

集計方法 

まで、漁場

間：Ｓ51～
事業面積、

る。また、

2 年（一部欠

従って、ス

22 年の欠損

1 に示す。

アンケート

ケート調査

担当者にア

既存ストッ

ケート実施

量を把握し

備のストッ

殖場・魚礁）

にアンケー

った。 

場施設のス

～Ｈ15）によ

対象魚種、

（一財）漁

欠損データ

トック量の

損データ及

 
ト実施 

査は全国の漁

アンケート記

ックの分類

施結果をも

した。 

 

図 V.1.

ック量 

）を対象と

ト調査を行

トック量に

より、全国

、構造形式

漁港漁場漁村

有り）につ

の把握につい

及び 22～24

漁場を対象

記載を依頼

・整理 

とに、全国

2 

1 調査全

とし、これ

行い、結果

については、

の魚礁・増

式等）を管理

村総合研究

ついては、

いては、こ

4 年のデー

象とし、平成

頼した。 

国の漁場施設

 

全体フロー

まで全国で

は施設別に

、水産庁の

増殖場の空間

理するシス

究所では、こ

独自に都道

れまでのと

タ更新を行

成 25 年 11

設を年代別

で整備された

に事業量、対

の水産基盤整

間情報と属

テム（魚礁

これらのデ

道府県の整備

とりまとめ結

行った。入力

1 月に各都道

別、海域別に

た既存スト

対象種、水

整備調査（

属性データ

礁 GIS）が

ータについ

備情報を更

結果を活用

力項目（抜

道府県水産

に分類し、

トック量

水深等に

（Ｈ16、
（年度、

が構築さ

いて、Ｈ

更新して

用して、

抜粋）を

産基盤整

既存ス

 



 

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

10．

 11．

12．

  

Ⅴ.２ 

（１）ア

アンケ

ンケー

況・利用

事例を

いる自治

 

 

 

事業年度

海区・海

事業主体

事業種目

事業量 

対象生物

事業費  

設置場所

規格・規

施設の目

．漁業種類

．その他 

漁場整備の

アンケート

ケートは平

ト項目を表

用状況、2
同時に行っ

治体を対象

図 V.2.

表

 

域・実施地

 

 

 

・水深 

模 

的 

類 

の機能発揮

ト調査 

平成 25 年 1
表 V.2.1 に示

．経年劣化

った。さら

象に、聞き取

.1 漁場施

 

表 V.1.1 入

地区名 

揮状況・経年

11 月に各都

示す。アン

化が見られ

に、アンケ

取りを併せ

施設の劣化状

3 

入力項目一

年劣化・機

都道府県水

ンケート内容

る漁場施設

ケート結果

せて行った。

状況の把握及

一覧（抜粋）

機能回復対策

産基盤整備

容としては

設の整理、3
を補足する

。調査のフ

及び機能回復

 

策 

備事業担当者

、1．漁場整

3．漁場施設

るため、必要

ローを図 V

復対策の調

者に配布し

整備の機能

設の機能回

要な情報を

V.2.1 に示

調査フロー 

した。ア

能発揮状

回復対策

を有して

示す。 

 



4 
 

表 V.2.1 アンケート調査票 

 

Ⅰ漁場施設概要 

１．都道府県名 

２．事業名 

３．地区名 

４．対象施設の整備時期 

５．施設目的 

６．対象種 

 ７．設置水深 

 ８．海域属性 

Ⅱ漁場施設分類 

 １．増殖場（種類と事業量） 

 ２．魚礁（種類と事業量） 

 ３．構造 

Ⅲ効果調査概要 

 １．実施年 

 ２．頻度 

 ３．調査方法 

Ⅳ機能発揮・利用状況 

 １．増殖場（対象種の蝟集量、餌料培養状況） 

 ２．魚礁（対象種の蝟集量、漁獲量） 

 ３．設置後の経過年数 

 ４．利用状況（頻度、漁業種類） 

Ⅴ機能劣化状況 

 １．劣化の有無 

 ２．劣化状況 

 ３．劣化の生じた時期 

 ４．劣化の継続状況 

Ⅵ機能回復のための対策 

 １．具体的な対策 

 ２．実施状況 

 ３．事業費 

 ４．事業効果 

Ⅶ機能回復に対する要望 
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（２）経年劣化に関する現地調査 

 既往調査結果、漁業者からの聞き取り等をもとに、使用率の低い魚礁、利用されて

いない魚礁、劣化している可能性が高い魚礁および増殖場を抽出し、劣化状況につい

てＲＯＶ、サイドスキャンソナーを用いて現状を把握することにより、機能回復対策

の検討のための基礎情報を得ることを目的とした。 

 調査海域は、「Ａ県Ｂ地区」および「Ａ県Ｃ地区」の２地区を対象とした。調査では、

個別施設の詳細を直接視認するためＲＯＶを使用し、施設全体の状況把握を行うため

サイドスキャンソナーを使用した。 

 

Ⅴ.３ 漁場整備の効果検証 

（１）調査の視点 

①効果の考え方 

漁場整備の効果の評価指標として本業務では、以下の通り、「生産力」と「生産効率」

を比較検討する。 

 

生 産 力：漁場施設（人工魚礁・増殖場）の本来的な機能が発揮されることで発現す

る効果を評価する指標 
     →調査項目：①蝟集量・サイズ、②漁獲量、③その他（餌料生物、産卵状

況） 
 
生産効率：施設の本来的な機能の発揮と漁業者による施設の利用によって発現する効

果を評価する指標  

     →調査方法：①アンケート 
           ②標本船（ＧＰＳデータロガー＋水揚げ記録、標本船（日誌）  
           ③試験操業（釣り、刺網） 
 

②現地調査における対照区（未整備水域）の考え方 

現地調査における対照区の考え方として、整備漁場との比較を行う対照区を次のように

考える。 

 ・漁場施設と類似した環境条件（地形、水深、流況等）にあり、環境条件の違いが両

者の生産力に大きく影響しない水域に設定する。 

 ・一般に人工魚礁の対照区としては、砂泥域に設定されることが多い（①－③）。構造

物の設置により岩礁生態系が創出されることから、本調査では、主に天然礁との相

互比較（①－②）により特徴を整理した（図 V.3.1）。 

 

図 V.3.1 人工魚礁と対照区の考え方 
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また、水深が深い地

ついては、釣獲調査

び天然礁において刺

漁獲量を比較して

魚礁

増殖場

術センター

合研究所

度、藻場の形成状況

然藻場と同等の稚

討を行った。

度、餌料生産量を周

場整備の効果を検

場毎の操業

集した。さ

ータ（水産

し、魚礁と

査海域及び目

計画海域 

目的

の代表的魚種であ

り蝟集密度を求め

備効果を検証した。

び天然礁において

し、整備効果を検証

および天然礁にお

備効果を検証した。

利用状況やＣＰＵＥ

備効果を検証した。

魚礁と天然礁で比較

地点や潮流が早い

査により行った。

刺網を実施して単位

、整備効果を検証

仮説

況、餌料生産量を天

稚魚育成機能が発揮

周辺砂泥域と比較す

検証した。

業日数、魚種

らに GPS デ

産土木セン

と天然礁の利

目的 

実

るマアジ、イ

、魚礁と天然

。

て潜水により蝟

証した。

おいて生息密度
漁

Ｅについて水揚

。

較し、効果を検

い魚礁及び対

位漁獲努力量

証した。

実

天然藻場と比

揮されている

することによ

播磨

種別漁獲量

データロガ

ターが長崎

利用率、CP

 

実施機関

センター

漁村総研

〃

〃

〃

実施機関

漁村総研

量、漁獲

ガー搭載

崎県で実

PUE（単



 

Ⅴ.４

（１）水

評価

行った

 

（２）水

幼稚

備漁場

調査フ

また

 ①増

 ②成

 ③①

さ

った。

 

（３）「

（１）

体的整備

産基盤整

 

 

４ 水産環境

水産環境の

価対象につ

た。それぞれ

水産環境の

稚魚の保護

場の効果に

フローを図

た、本検討

増殖場整備

成長段階別

①、②によ

らに、生残

。 

「水産基盤整

「水産環境の

備によるネ

整備事業の

境の一体的

の一体的整備

ついて整備の

れの効果の

の一体的整備

護育成から漁

について、経

図 V.4.1 に示

討では、一体

備による資源

別の生息環境

よる漁獲量の

残率等の計算

整備事業費

の一体的整

ネットワーク

の費用対効果

 

的整備による

備による効

の生態系ピ

区分に従っ

備によるネ

漁獲に至る

経済価値の

示す。 

体的漁場整

源量の底上

境整備によ

の増大 
算結果をふ

図 V.

費用対効果分

整備による効

ク化の効果

果分析のガ

10 

る効果の算

効果の算定手

ピラミッドを

ってモデル

ネットワーク

るまでの漁場

高いキジハ

整備の効果と

上げ（または

よる生残率

ふまえ便益算

.4.1 調査

 

分析のガイ

効果の算定

果がもたらす

ガイドライン

算定手法検討

手法につい

を用いて効

ケースを用

ク化の効果

場整備が高

ハタとメバ

として以下

は加入資源

（滞留率も

算定への活

査フロー 

イドライン」

定手法につい

す効果検証

ンの改訂案

討 

て 

効果の考え方

用いた便益額

果の検証 

度に施され

ルの漁獲状

下を想定した

源量の増大）

含む）の向

活用可能性に

」の改訂案

いて」、（２

証」の検討成

案をとりまと

方について

額の試算を

れた一体的

状況から検討

た。 
 

向上 

について検

 

案  

）「水産環

成果を踏ま

とまた。 

区分を

を行った。

漁場整

討した。

検証を行

環境の一

え、水
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Ⅴ.５ 漁場整備のあり方検討 

検討課題１～４を踏まえ、本調査で得られた漁場施設の機能発揮・経年劣化状況、

機能回復対策及び漁場整備の効果検証結果を総括し、これらに関して今後の漁場整備

のあり方をとりまとめた。 

 

Ⅴ.６ 検討委員会の設置・運営 

本業務の実施にあたっては、検討課題１～５について、２つの検討委員会を設置し

た。いずれも、（一財）漁港漁場漁村総合研究所が事務局となり、専門分野の知見を有

する学識経験者を委員とする調査検討委員会を設け、指導を仰ぎながら実施した。 

①検討課題１：漁場施設のストック量 

検討課題２：漁場施設の劣化状況の把握及び機能回復対策の検討 

  検討課題３：漁場整備の効果の検証 

  検討課題５：漁場整備のあり方検討 

 

表 V.6.1 検討委員 
区分 氏  名 所  属 役 職 

委員長 

委員 

〃 

〃 

〃 

〃 

安永 義暢 

大竹 臣哉 

瀬戸 雅文 

櫻井 泉 

桐原 慎二 

岡重 文久 

元 日本海区水産研究所 

福井県立大学海洋生物資源学部 海洋生物資源学科 

福井県立大学海洋生物資源学部 海洋生物資源学科 

東海大学生物学部海洋生物科学科 

青森県漁港漁場整備課 

漁港漁場新技術研究会 漁場造成研究部会 

所長 

教授 

教授 

教授 

総括主幹 

部会長 

 

②検討課題４：水産環境の一体的整備による効果の算定手法検討 

 

表 V.6.2 検討委員 

区分 氏  名 所  属 役  職 

委員長 

委員 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

〃 

安永 義暢 

岡安 章夫 

 

寺田 一薫 

 

吉田謙太郎 

 

中村 周平 

 

藤田 学 

森本 利晃 

元 日本海区水産研究所 

東京海洋大学大学院海洋科学技術研究科 

 海洋科学系 

東京海洋大学大学院海洋科学技術研究科 

 海洋工学系 

長崎大学大学院 

水産・環境科学総合研究科 

北海道水産林務部 水産局水産振興課 

漁場整備グループ 

秋田県農林水産部水産漁港課 

兵庫県農政環境部農林水産局水産課 

所長 

教授・研究

科長 

 

教授 

 

教授 

 

主査 

副主幹 

主査 

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 三上 信雄 独立行政法人土木研究所 寒地土木研究所 上席研究員
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Ⅴ.７ 調査工程および実施機関 

H25～26 年度業務の工程および実施機関を表 V.7.1 に示す。 

 

表 V.7.1 調査工程 

 

調査内容　／　工程 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

漁村総研
センター

漁村総研
センター

漁村総研
センター

漁村総研
センター

調査内容　／　工程 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

実施機関の略称は以下の通り

漁村総研：一般財団法人漁港漁場漁村総合研究所
センター：一般社団法人水産土木建設技術センター

漁村総研

漁村総研

漁村総研

漁村総研

漁村総研

センター

〇 ○ ○

実施機関

実施機関

漁村総研

漁村総研

漁村総研

漁村総研

８．協議・打合せ ○ ○

（２）ガイドライン ○ ○

７．報告書のとりまとめ

（１）生産力向上 ○ ○

５．漁場整備のあり方検討

６．検討委員会の開催

３.漁場整備の効果検証

（１）H25年度の継続・補完調査

（２）増殖場における現地調査

４．水産環境の一体的整備による効果
の算定方法の検討

（１）現地調査

（２）費用対効果分析ガイドライン見直し
（案）の作成

○

平成２６年度

１．計画準備

２．漁場施設の劣化状況の把握及び機
能回復対策の検討

（１）事例収集

（２）結果の整理

○ ○

７．報告書のとりまとめ

８．協議・打合せ ○ ○

（１）増殖場における現地調査

（２）人工魚礁における現地調査

４．各都道府県が過去に行った漁場施
設の機能回復対策の事例収集

５．経年劣化がみられる漁場施設の整
理

（１）劣化状況に係る現地調査

６．検討委員会の開催

平成２５年度

１．計画準備

２．漁場整備のストック量及び機能発揮
状況・利用状況の調査

（１）アンケート調査

（２）聞き取り調査

３．漁場整備の効果検証
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Ⅵ 調査結果及び考察 

Ⅵ.１ 漁場整備のストック量 

（１）既存ストックの分類・整理 

既存ストックの調査結果をもとに、魚礁について事業量を整備年別に整理した結果

を図Ⅵ.1.1 に示す。 

S63 年までは暫増傾向を示した。その後、H11 までは年間 150 万空ｍ3 前後で増減を

繰り返し、以後 H10 年でピークとなり、H13 年以降は、次第に減少し、近年 3 ヵ年は

50 万空ｍ3 となっている。累積事業量は 3,675 万空ｍ3 であった。 

 

 

図Ⅵ.1.1 既存ストックの経年変化（魚礁） 

 

（２）既存ストックの海区別内訳 

都道府県毎の集計結果をもとに、既存ストックの海区別内訳を図Ⅵ.1.2 に示す。 

 魚礁については、全国の各海区に整備されており、北海道区、東シナ海区、太平洋

北区の順に多かった。 

 

注）事業数に基づいて作成 

図Ⅵ.1.2 既存ストックの海区別内訳 
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Ⅵ.２ 漁場施設の機能発揮状況・経年劣化・機能回復対策 

（１）アンケートの回収状況 

アンケートは 40 都道府県に対し行い、経年劣化状況や機能回復対策等を把握してい

る計 265 漁場施設について回答を得た。 

 

（２）劣化状況 

漁場施設では、施設整備後経年劣化が起こるが、それらは施設自体の老朽化と機能劣化

に大別される。老朽化については、耐用年数を考慮して構造上必要な強度を有するよう設

計に反映させている。しかし、漁場施設の場合、老朽化が機能劣化に直接結びつくもので

はない。例えば、増殖場では本来の目的である保護育成機能等が、人工魚礁では蝟集機能

や漁獲効率が損なわれた場合に機能劣化と判断される。 

漁場施設の経年劣化の事例を分類すると、①物理・化学的要因｛（水質悪化：高水温、貧

酸素水塊の発生等）、（底質悪化、波・流れ：砂の堆積、洗掘、埋没、破損等）｝、②生物的

要因（付着生物、競合海藻、極相化等）、③漁業活動（漁具の絡まり等）、④複合的要因（磯

焼け等）に大別される。 

劣化状況の確認については、昨今のＲＯＶ等の水中観察技術やマルチビームソナーに代

表される音響調査技術、衛星画像解析等のリモートセンシング技術の進歩により、高精度

な現況把握が可能となりつつある。 

現地調査により確認された経年劣化状況としては埋没、破損、漁具の絡まりの 3 つが認

められた。 

 

＜人工魚礁の事例＞ 

・人工魚礁では、浮魚礁と沈設魚礁に分けて整理を行っているが、いずれも蝟集機能の低

下や漁獲効率の低下が挙げられる。 

・沈設魚礁の機能劣化の事例としては、砂の堆積や埋没による蝟集密度の低下と漁具の絡

まりによる漁獲効率の低下が挙げられる。 

 

＜増殖場の事例＞ 

・干潟、藻場、浅海域と対象生物と水深帯によって分けられる。 

・干潟は、主に二枚貝の増殖場として施設整備されている。機能劣化の内容としては、砂

の流出・堆積、底質悪化、害敵生物等に起因する現存量、生残率、再生産機能の低下等

が挙げられる。 

・同様に藻場は、ウニ・アワビ・サザエ増殖場、コンブ増殖場、魚類増殖場として施設整

備されている。 

・藻場及び浅海域に設置されている増殖場の機能劣化の事例としては、砂の堆積・埋没、

付着生物、食害等に起因する餌料培養機能の低下、現存量の低下、生息面積の低下等が

挙げられる。 
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域の増殖場

相当する対

に分けられ

堆積や埋没等

に比べて著

堆積や埋没

更新に際して

物の引き揚

で行うこと

期待できる

せよ、起重

る。 

除去の場合

図Ⅵ.2.7）

、施工時期

用した切断

礁の引き揚

ことから、

ロッドによ

施する漁業

前者に比べ

た施設の有

方＞ 

能回復対策

タガイやナ

れる。 

能回復対策

る対策と、

における機

策と、付着

る。 

等について

しく機能が

がおこらな

ては、①構造

げでは、費

もあり確実

ことが挙げ

機船が不要

においても

を使用する

を決定する

図Ⅵ

 

断機による方

揚げによる方

水深が制限

よる方法では

業者の経験や

べて、安価に

有効活用の観

策については

ナルトビエイ

策については

磯焼け対策

機能回復対策

着生物除去等

は、抜本的

が損なわれる

ないような、

造物の引き揚

費用面の問題

実性が高いこ

げられる。ま

要というメリ

も、効率的に

る等の方法を

ることにより

Ⅵ.2.7 高
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方法といった

方法の場合に

限要因となる

は、魚礁近傍

や技量による

に実施できる

観点で検討

は、砂の流失

イ等の害敵生

は、基質の嵩

策等の生物環

策については

等による基質

な対策がな

る場合が多い

場所選定を

揚げによる

題はあるに

こと、多数の

また、潜水除

リットもある

に作業を行

を検討する。

り、効果を高

圧空気駆動

 

た実施事例

には、確実

ることや、

傍を曳く必

るところが

るといった

していく必

失や堆積と

生物対策と

嵩上げ、囲

環境管理に

は、砂の流

質更新とい

ない。加えて

いことから

を行う必要

方法、②潜

しても付着

の産卵礁を

除去につい

るので、数

うため、圧

。また、増

高めること

動ケレンツー

がある。 

に、漁具を

費用が高額

要があるた

大きく、確

特徴がある

要がある。

いった施設

いった生物

い礁の補修

相当する対

失や堆積と

った生物環

て、着定基質

、事前調査

がある。 

水による方

生物除去の

処理する場

ては作業時

量が少ない

縮空気で駆

産対象種の

も可能であ

 
ール 

を撤去できる

額になること

ため、回収効

確実性に劣る

る。 

 

設維持管理に

物環境管理に

修といった、

対策に分けら

といった施設

環境管理に相

質の埋塞等に

査等を確実に

方法に分けら

の効率が高い

場合スケール

時間の面で問

い除去作業で

駆動するケレ

の産卵時期等

ある。 

る反面、

とが挙げ

効率につ

る。一方

に相当す

に相当す

施設維

られる。 

設維持管

相当する

により、

に行い、

られる。

いこと、

ルメリッ

問題はあ

では有効

レンツー

等を勘案
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表Ⅵ.2.1 増殖場・魚礁における機能劣化と機能回復対策 

 

 

  

生物環境 施設維持

砂の流失 土のう設置，盛砂

被覆網，礫・捨石，杭・ポール，ノリ支柱柵，海草 ○

砂の堆積 砂除去，掘削 ○
泥分率の増加による底質の悪化 覆砂，耕耘，作澪，導流堤 ○
害敵生物（ツメタガイ） 卵塊除去，底曳網による駆除，網袋による防除

○

害敵生物（ナルトビエイ） 網設置，竹柵，網や釣りによる直接駆除 ○
光量不足（全海藻草類） 嵩上げ ○
砂の堆積（岩礁性藻場） 嵩上げ，流動促進 ○ ○
石・ブロックの散乱（岩礁性藻場） 囲い礁の補修 ○
砂の洗掘（海草） 囲い礁，浮消波堤 ○
海藻のタネ不足（海草）

　　　　〃　　　　（ｶﾞﾗﾓ）

移植，播種

移植，スポアバック ○

競合海藻・付着生物（岩礁性藻場） 磯掃除，海底ケレン，基質の更新 ○
増殖溝の堆砂（ｳﾆ，ｻｻﾞｴ，ｺﾝﾌﾞ） 堆砂の除去 ○
ウニの食害 嵩上げ，潜水除去，フェンス，流動促進 ○
魚の食害 網による除去，釣り，フェンス，防魚ネット・海藻の

幼体を付加した核藻場ブロックの追加 ○

砂の堆積・埋没等 高圧空気噴射機による除去 ○
付着生物 潜水除去，基質の更新

クレーンなどで台船に引き揚げて除去し，再度沈

設
○

砂の堆積・埋没等 重機による土砂撤去または移設，高圧空気噴射

機による除去 ○

洗掘 洗掘防止マット，マウンド等 ○
付着生物 潜水による付着生物除去（稚貝の付着促進） ○
砂の堆積・埋没等 構造物の積み増し，重機による移設 ○
食害動物（キクイムシ，フナクイムシ等）

による木材の減耗

木材の交換
○

付着動物の被覆 隣接して新規増殖場を造成 ○

老朽化による離脱危険性の増大 老朽化浮魚礁の撤去と再設置 ○
浮体の破損 専門業者による修理 ○

蝟集量の低下 砂の堆積・埋没等 魚礁の積み増し ○

漁獲効率の低下 漁具の絡まり

潜水やＲＯＶによる除去

クレーンなどで台船に引き揚げて網をはずし，再

度沈設
カギ付きロッドをつけたチェーンで漁具を回収

○

注1）生物環境管理：餌料藻場の改善、食害動物や競合生物の除去等、対象種に好適な生息環境の確保等

注2）施設維持管理：事業完了時の施設状態の維持に必要な補修・修復や機能の増大を図るために必要な施設の局部的な改良

人

工
魚

礁

浮魚礁 蝟集量の低下

沈設魚礁

餌料培養機能の低下

（主に磯焼け）

浅

海

域

ヤリイカ

産卵礁
産着卵の減少

イワガキ

増殖場
付着密度の減少

魚類増殖場
餌料培養機能の低下
蝟集量の低下

施設 機能劣化の例 機能保全・回復対策

対策（管理手法）

による分類

増

殖

場

干潟

（二枚貝増殖場）

現存量の低下

生残率の低下
再生産機能の低下

藻

場

ウニ・アワビ・サ

ザエ増殖場

コンブ増殖場

魚類増殖場

餌料培養機能の低下

現存量の低下

生育面積の低下
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Ⅵ.３ 漁場整備の効果検証 

１）生産力 

＜増殖場＞ 

水産有用種増殖場のマコガレイとメバルの幼稚魚について、増殖場整備の効果を現

地調査により計測した。 

（1）マコガレイ幼稚魚 

 ①密度 

潜水目視観察による増殖場及び対照区におけるマコガレイ稚魚密度を図Ⅵ.3.1 に示

す。 

単位面積あたりの稚魚密度は、日生、岩見海域ともに増殖場が天然漁場を上回った。

稚魚密度は、岩見地先に比べるとかなり低かった。その理由として、近傍に産卵場が

存在しないため、当海域への稚仔の供給量が少ないこと等が考えられる。 

また、5 月上旬は 4 月中旬に比べ水深別の密度差が小さくなった。これは稚魚が成長

に伴い生活領域を広げたためと考えられる。 

 

図Ⅵ.3.1 増殖場及び対照区におけるマコガレイ稚魚密度 

 

②蝟集サイズ 

蝟集サイズを図Ⅵ.3.2 に示す。 

稚魚の蝟集サイズは岩見地先、日生地先ともに、増殖場と対照区で明確な差異はみ

られなかった。これは、稚魚は成長に伴い生活領域を拡げるため、増殖場に残ってい

る稚魚の大きさがある程度頭打ちになるためと考えられる。 
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くとも全
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 なお、
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質環境

た。なお
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いのは、

をはじ
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内容物 

容物の測定

したものを

場と対照区

全長 30 ㎜台

えると主な

、岩見地区

いては、摂

地先では、

を反映し、

お、端脚類

地先では、

、魚礁に付

め甲殻類の

も礫分の多

場の構造物

り、端脚類

4月17日

増殖場

対照区

殖場 対照区 増

20-25㎜

定結果から、

を図Ⅵ.3.3

区の胃内容物

台まで、底

な餌料は、底

区の対照区で

摂餌に適した

図Ⅵ.3

増殖場の底

増殖場では

類はブロック

増殖場、対

付着した貝類

の多くは、砂

多い魚礁際で

物の際では、

類の現存量が

岩見地先
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図Ⅵ.3

、同サイズ
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類の脱落に

砂礫質の粗
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が多かった
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3.2 蝟集サ

ズの稚魚の胃

と粒度組成

がみられた。

シ類を主な

アシ類から多

0 ㎜台の稚

の稚貝が発生

別の胃内容物

質、対照区は

を好む端脚類

い傾向がみら
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による。マコ

粗い底質を好

の個体数が多

の脱落等によ

た。底生カイ
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類を捕食できればエネルギー補給は効率的であり、稚魚の高成長と死亡率の低下が期

待される。 

 

 

図Ⅵ.3.4 底質と餌料生物の関係 

 

（2）メバル幼稚魚 

 ①密度 

増殖場及び天然藻場におけるメバル幼稚魚の生息密度を全長階級別に図Ⅵ.3.5 に、

調査を実施した 4 月、10 月における各全長階級と年齢の関係を表Ⅵ.3.1 に示す。 

 

表Ⅵ.3.1 調査時における全長階級と年齢の関係 

全長階級 4 月 10 月 

5 ㎝未満 0 才（生後 4 ヶ月） － 

5-10 ㎝ 1 才 0 才（生後 10 ヶ月） 

10-15 ㎝ 1-2 才 1 才（0 才、2 才若干混じる） 

15-20 ㎝ 2-3 才 2-3 才 

 

広島県東部では、4 月には増殖場、天然藻場の両方で稚魚の定着がみられ、その密度

は天然藻場で高かった。天然藻場、増殖場ともガラモ場が形成されており、その生育

密度は天然藻場で高かった。10 月に増殖場、天然藻場を利用していたメバルは、4 月

に当海域に定着・成長したもので全長は 6～7 ㎝程度となっていた。成長に伴い沖合に

移動する本種稚魚の習性から、生後 10 ヶ月となった 10 月の生息密度は、天然藻場よ

り水深のやや深い増殖場で高かった。 

広島湾では、4 月には当年産まれの稚魚（全長 5cm 未満）の定着が藻場でのみ確認さ

れた。増殖場は稚魚の着底場所としては、水深がやや深く着底稚魚がみられなかった

ものと推察される。10 月には、生後 10 ヶ月を迎えた個体（全長 5～10cm）に加えて、

１歳（全長 10～15cm）、２歳（15～20cm）が多く出現した。 
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図Ⅵ.3.5 増殖場及び天然藻場におけるメバル稚魚密度 

 

 ②海藻の着生状況 

海藻類の着生状況を図Ⅵ.3.6 に示す。増殖場及び天然藻場でみられた大型海藻の多

くはガラモ場構成種のホンダワラ類であり、水深の深い広島湾の増殖場ではクロメが

繁茂していた。海藻の繁茂状況を増殖場と天然藻場で比較すると、生育密度、葉長と

も天然藻場の値が大きく、増殖場の藻場機能は天然藻場の水準に達していなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅵ.3.6 増殖場及び天然藻場における海藻現存量 

 

③胃内容物 

 メバル幼稚魚の成長段階別の胃内容物組成を図Ⅵ.3.7 に、ホンダワラ類と端脚類

個体数の関係を図Ⅵ.3.8 に示す。 

 広島県東部、広島湾とも、生後約 4 ヶ月の稚魚の胃内容物は、その全てがカイア

シ類、尾虫類等の動物プランクトンであった。 
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 生後 10 ヶ月においても、主な餌料はカイアシ類を主とする動物プランクトンであ

った。ただし、アミ類、オキアミ類、ユメエビ類、矢虫類など、カイアシ類より大

きなプランクトンも胃内容物として見られるようになり、成長に伴い餌料の大きさ

が変化する様子が窺えた。 

 生後 16 ヶ月では、胃内容物の大半はヨコエビ類とワレカラ類であり、プランクト

ン食からベントス（葉上動物）食への移行が認められた。生後 10 ヶ月の胃内容物に

おいても、僅かながら葉上動物が出現していることなどから、こうした食性の変化

は満１才の頃から徐々に生じると考えられる。 

満 1 才となる 12 月以降はホンダワラ類が大きく生長する時期であり、それに合わ

せて、葉上動物の生産量も増加する。成長に伴う摂餌能力と餌料環境の適合により、

食性が変化すると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅵ.3.7 メバル幼稚魚における成長段階別の胃内容物組成（個体数） 
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図Ⅵ.3.8 ホンダワラ類と端脚類個体数の関係（４月） 
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漁場施設と天然漁場における単位面積あたりの蝟集密度は、潜水目視観察、ＲＯＶ

ともに漁場施設が天然漁場を上回った。 

 

 

図Ⅵ.3.9 潜水目視観察による蝟集密度 

 

 
図Ⅵ.3.10 ＲＯＶによる蝟集密度 
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②蝟集サイズ 

蝟集サイズについては、内海域での観察結果や漁獲結果から、大型魚の割合を図

Ⅵ.3.11 に示す。 

蝟集密度の多かったメバル、キジハタ、クロダイのサイズをみると、漁場施設に生

息するものが天然漁場のものより大きい傾向がみられた。漁場施設で大型魚の割合が

高いのは、漁場施設が内部空間を有し、魚類等の隠れ場として優れているためと考え

られる。特に調査対象としたメバル、キジハタ、カサゴなどの構造物への接触を好む

Ⅰ型、Ⅱ型魚類に対しては、隠れ場機能の効果が高い。 

 

 

図Ⅵ.3.11 大型魚の割合  

 

２）生産効率 
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標本船（年間）およびアンケート調査結果から天然漁場の利用率（操業日数または

時間ベース及び漁獲量ベース）を図Ⅵ.3.12～14 に示す。 

 いずれの調査結果からも操業日数ベースと漁獲量ベースについては、概ね同様の傾
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アンケートによる漁場利用率については、一本釣りを中心に、曳き縄釣り、刺網の

データが得られた。このうち、漁場施設の利用割合が高い漁業種類としては、北海道

太平洋北区の一本釣りや、曳き縄釣りが揚げられた。曳き縄釣りについては、太平洋

南区で 78.6％（漁獲量ベース）と利用率が高かった。聞き取りでは、高知県沖の浮魚

礁を利用する漁業者が多く大部分の漁業者が類似した操業形態であるとのことであっ

た。一方で、北海道日本海北区、日本海北区、瀬戸内海区の一本釣りを主体とする 3

地区については 50％（操業日数ベース）を下回っていた。これらの理由として、漁場

施設では漁具が掛かりやすい構造のため、漁獲量が天然漁場よりも多い等の有利な条

件が得られない場合には、利用率が低くなることが考えられる。さらに、通常、漁場

施設の面積や規模は天然漁場よりも小さいため、漁場内に一定量の以上の漁具を設置

したり、漁船を流したりするのが難しいということも背景に揚げられる。 

  

    

図Ⅵ.3.12 標本船による漁場利用率（左：操業日数ベース、右：漁獲量ベース） 

   

  図Ⅵ.3.13 標本船（データロガー）による漁場利用率 

（左：操業時間ベース、右：漁獲量ベース） 
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図Ⅵ.3.14 アンケートによる漁場利用率（上：操業日数ベース、下：漁獲量ベース） 
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図Ⅵ.3.15 標本船・試験操業によるＣＰＵＥ 

 
図Ⅵ.3.16 標本船（データロガー解析）によるＣＰＵＥ 
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（3）漁場規模の計測 

計測した魚礁及び天然礁の立面図を図Ⅵ.3.19 に示した。また、魚礁及び天然礁の体積、

表面積（魚礁は投影面積）を表Ⅵ.3.2 に示した。 

魚礁の規模は天然礁に比べると小さく、刺網を直線状に設置できない、その結果として

網が魚礁に掛かり易くなる、流し釣りではポイントを短時間で通過してしまうなどの操業

に困難を伴う面がある（図Ⅵ.3.18）。 

  

表Ⅵ.3.2 魚礁及び天然礁の計測結果 

海域 漁場種別 体積 

（ｍ3） 

表面積 

（㎡） 

＜参考＞ 

計画時数量 

（ｍ3） 

広島湾 魚礁群１ 魚礁 ２１０ １００ １，１５７

投石礁 ３，４００ ７，６００ 

魚礁群２ ５，９００ ２，８００ ３，５６６

天然礁１ ９９，０００ ２２，０００ 

天然礁２ ２７０，０００ ４０，０００ 

広島県

東部 

魚礁群 ７，６００ １１，７００ － 

天然礁１ ５３，０００ １４，０００ 

天然礁２ ７５，０００ １３，０００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図Ⅵ.3.18 漁場施設及び天然礁における一般的な刺網設置例 
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図Ⅵ.3.19(1) 海底地形立面図 

 

  

広島湾 魚礁群１ 

広島湾 天然礁１ 

魚礁 

投石礁 

広島湾 魚礁群２ 

魚礁 
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図Ⅵ.3.19(2) 海底地形立面図 

 

  

広島湾 天然礁２ 

広島県東部 魚礁群１ 

広島県東部 天然礁１ 

広島県東部 天然礁２ 

魚礁 
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（4）まとめ 

 本調査の結果から、魚礁・増殖場別に漁場施設と天然漁場の効果比較を表Ⅵ.3.3 に

示す。 

①魚礁・増殖場（主に漁獲漁場） 

 マアジ、イサキ等を対象とした東シナ海の魚礁の調査結果から、蝟集密度は漁場施

設が天然漁場よりも高く、利用率やＣＰＵＥでは、漁場施設が天然漁場と同程度であ

った。従って、漁場施設は天然漁場の拡大に貢献しているものと考えられた。 

 メバル・キジハタを対象とした瀬戸内海の魚礁・増殖場における調査結果から、漁

場施設では、蝟集密度が天然漁場よりも大きく、さらに大型魚類が多いことから、産

卵親魚の増加により再生産機能の強化に寄与しているものと考えられる。一方、利用

率は、天然漁場が漁場施設を上回っていた。ＣＰＵＥについて、メバルでは漁場施設

が天然漁場と同等もしくは上回っていた。キジハタでは漁場施設は天然漁場と同等で

あった。 

 瀬戸内海のマナマコの事例では、蝟集密度は漁場施設が天然漁場よりも多かった。

また、漁場施設では、稚ナマコの出現が多かった。この要因として、漁場施設の有す

る空隙がマナマコの夏眠場や稚ナマコの定着場として寄与しているものと考えられた。 

 土佐湾のイセエビの事例では、漁場施設が蝟集密度、利用率、ＣＰＵＥともに漁場

施設が天然漁場よりも高い結果となった。漁場施設では、空隙が広く、成エビの生息

場として寄与しているものと考えられる。 

 この他に、アンケートの結果から、一本釣り漁業においては、利用率では漁場施設

が天然漁場よりも低い場合が多かったが、ＣＰＵＥにおいては、天然漁場を上回る場

合が多いことが明らかになった。 

以上から、魚礁・増殖場（主に漁獲漁場）は、天然漁場の拡大や補完に寄与し、年

間を通じた操業機会の確保等の効果を発揮しているものと考えられた。一方で、漁場

施設は規模において、天然漁場に比べて小さいことから、刺網を直線的に設置できず、

結果的に魚礁に掛かりやすいことや、流し釣りでは、ポイントを短時間で通過してし

まうなどの操業に困難を伴う面があることから、利用率やＣＰＵＥについては、天然

漁場に劣る場合もみられた。しかし、天然漁場に比べて利用率やＣＰＵＥが小さい漁

場施設であっても、漁場施設の有する保護育成効果（隠れ場、産卵場等）により生産

力の増大に貢献していることが示唆された。 

 

②増殖場（主に育成場） 

 マコガレイを対象とした瀬戸内海（播磨灘）の増殖場の調査結果から、稚魚の利用

時期は春季に限定されるものの、蝟集密度は漁場施設が、対照区に比べて高かった。

稚魚の食性は成長に伴い主な餌料が、底生カイアシ類から多毛類、端脚類、貝類へと

変化する。増殖場の構造物の際では、付着物の脱落等により、端脚類の生息に適した

底質となっており、端脚類の現存量が多かった。こうした餌料環境の変化は、稚魚の

食性に現れており、増殖場の稚魚は対照区よりも早い時期にプランクトン（底生カイ

アシ類）食からベントス食へと転換していた。プランクトンに比べて大型のベントス

を捕食できればエネルギー補給は効率的であり、増殖場においては、稚魚の高成長と

死亡率の低下が期待される。 

 メバルを対象とした瀬戸内海（広島県東部、広島湾）の増殖場の調査結果から、確

認されたメバルの成長段階は稚魚から 2 才魚に及んだ。浅場の藻場に着底し、成長の



34 
 

後、沖の岩礁帯に移動する本種の生活史を反映して、増殖場の水深により主たる成長

段階が異なった。水深の深い増殖場には稚魚の着底はみられないが、1 才魚以上は浅場

の藻場より多いことが確認された。増殖場に定着してまもない稚魚の餌料は、カイア

シ類、尾虫類等の動物プランクトンであった。増殖場はハルパクチクス等の動物プラ

ンクトンの生産にも一定の関与をしていると考えられる。また稚魚が成長して食性が

変化し、付着動物や葉上動物等の増殖場で生産される餌料生物を利用する時も含め、

外敵からの隠れ場となることが極めて重要である。このためには、アラメ類よりも藻

体が長くかつ形状が複雑なホンダワラ類が密生することが望ましい。また、ホンダワ

ラ類は成長した稚魚の重要な餌料であるヨコエビ類、ワレカラ類の付着量が他の海藻

よりも多く、餌場としても優れていることが今回の調査で明らかとなった。 

 浅海域に設置された増殖場では、主に幼稚魚の生息空間として利用されており、餌

場や隠れ場の創出に寄与していることが明らかになった。 

 

表Ⅵ.3.3 漁場施設と天然漁場の効果比較 

 
  

施設種別 魚礁 増殖場

海域 東シナ海 土佐湾

対象 マアジ、イサキ等 メバル キジハタ イセエビ

成長段階 稚エビ～成エビ

蝟集密度 漁場施設＞天然漁場 漁場施設＞天然漁場 漁場施設＞天然漁場 漁場施設＞天然漁場

蝟集魚の
大きさ

－ 漁場施設＞天然漁場 漁場施設＞天然漁場 －

利用率 漁場施設≒天然漁場 漁場施設＜天然漁場 漁場施設≦天然漁場 漁場施設＞天然漁場

ＣＰＵＥ 漁場施設≒天然漁場 漁場施設≧天然漁場 漁場施設≒天然漁場 漁場施設＞天然漁場

漁場施設
の効果

・蝟集密度が高く、天然漁
場の拡大・補完や操業機
会の確保に貢献

・蝟集密度が高く、天然漁
場の拡大・補完や操業機
会の確保に貢献
・高齢魚が多く分布してお
り、産卵親魚の増加による
再生産機能を強化

・蝟集密度が高く、天然漁
場の拡大・補完や操業機
会の確保に貢献
・高齢魚が多く分布してお
り、産卵親魚の増加による
再生産機能を強化

・成エビが好む空隙が広い
ことから蝟集密度が高くな
り、天然漁場の拡大・補完
や操業機会の確保に貢献

施設種別

海域

対象 マコガレイ メバル マナマコ

成長段階 稚魚（当歳） 幼稚魚（当歳～２歳） 稚ナマコ～親ナマコ

蝟集密度 漁場施設＞対照区
春季：当歳魚は天然藻場
で多い
秋季：水深帯で異なる

漁場施設＞天然漁場

蝟集魚の
大きさ

漁場施設≒対照区 － 稚ナマコの出現が多い

漁場施設
の効果

・蝟集密度が高く、餌場効
果を強化して、高成長と死
亡率の低下に貢献

・ホンダワラ藻場と同一水
深帯に整備することで、稚
魚の着定促進と隠れ場・
餌場の創出
・藻場より深い水深では沖
合岩礁帯をつなぐ滞留場と
して寄与

・空隙が広く、夏眠場や稚
ナマコの着定場として寄与

成魚

増殖場

瀬戸内海

増殖場・魚礁

瀬戸内海
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の増加分（

て餌料もし

への物質の長

便益額の算

等）が実海域

ルを設定する

数の検討等

 

で、物質を

として評価

え方を準用す

間を経ると平

る。 

下水道経費

赤色矢印）

しくは肥料の

長期固定効

算定手順 

域の中では

ることが困

等が必要 

を長期に固

価可能であ

するもので

平衡状態に

費 

、②未利用

の価格で代

効果（黄色矢

把握し

難であ

定し続

る。算

ある。 

達する

用資源の

代替（青

矢印）の



 

（２）

増殖場

試算は、

30 年と

ン設定

 

４）増殖

（１）増

 増殖場

事業内容

事 業

 

）便益額の

場を事例と

、基準年か

した。未利

し、結果を

殖場におけ

増殖場の整

場の整備事

容：マダイ

63 基）

費：442,00

の算定結果の

とし、先に示

から 2 ヵ年の

利用資源の

を比較した。

表

ける年間便益

整備事例 

事例として表

イ・ヒラメの

を水深 30

00 千円 

の比較 

示した計算方

の施工期間

フロー効果

。 

Ⅵ.4.1 便

益額の算定

表Ⅵ.4.2 を

の保護育成

0～50ｍに造

（初年度に

表Ⅵ.4.2
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方法で便益

間を経て、3

果について

便益額の算定

 

定例 

を想定した

成礁（魚礁Ａ

造成 

製作・設置

増殖場の

益額を試算し

年目から供

は参考とし

定結果の比

。 

Ａ：155 基

置を完了）

の整備事例

した結果を

供用開始で

して貨幣化諸

比較 

、魚礁Ｂ：

を表Ⅵ.4.1

で、効果計測

諸元を複数

83 基、魚

 

に示す。

測期間は

数パター

礁Ｃ：



 

生物現

示す。先

①漁獲

②海域

③魚礁

 

 

①漁獲

■増殖

され

魚種

魚価

■有用

ース

■算定

増殖場

の摂

Ｐ／

を使

利用率

料生

比

期待漁

※年級

 

 

 

 

現存量調査

先に示した

獲量増加効

域の生産力

礁等の構造

表

獲量増加効

殖場整備に

れうる餌料

種の幼稚魚

価を乗じて

用水産資源

スとして算

定手順 

場収容可能

摂餌量  

Ｂ比：回転

使用。 

率：餌料動

生産の維持

3 の場合は

漁獲量 ＝

級群別に算

査事例（表Ⅵ

た流れに沿っ

効果 

力の向上効果

造物の設置に

Ⅵ.4.3 増

効果 

に由来して増

料動物（選好

魚の増殖場収

て貨幣化。 

源に餌料とし

算定 

能尾数 ＝（

転率＝年間生

動物生産量の

持分（現存量

は 2/3 を使用

＝∫（増殖場

算定し合算。

表Ⅵ.4.4 

Ⅵ.4.3）を

って、以下

果（参考）

に伴う生物

増殖場施設

増加する付

好性餌料動

収容可能尾

して利用さ

（餌料動物年

生産量／年

のうち餌料

量）を差し

用。 

場収容可能

。生残解析

増殖場に
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を用いて、増

下の効果とし

 

物資源の増加

に由来する

付着生物のう

動物）を抽出

尾数を算出。

されやすい選

年間平均現

年平均現存量

料として利用

し引いた量の

能尾数×生残

析の結果表

におけるマ

増殖場にお

して試算す

加による水

る生物の年間

うち、漁獲

出。餌料動

生残解析

選好性餌料

現存量×Ｐ／

量。既往文

用された量

のすべてを

残率×漁獲

（表Ⅵ.4.6

ダイ当歳魚

おける年間便

する。 

水質浄化効果

間平均現存

対象魚種の

動物増加量に

析を行って漁

料動物の年間

／Ｂ比×利

文献 41 事例

量の割合。年

利用すると

率×魚体重

6） 

魚の収容尾数

便益額の算

果 

存量 

の餌料とし

に対し、増

漁獲量に換

間平均現存

用率）／対

例の調査結果

年間生産量

と想定し、

重） 

数 

定例を

 

て利用

殖対象

算し、

量をベ

対象魚種

果から 3

から餌

Ｐ／Ｂ

 

 



 

Ｖ ＝期

Ｖ ＝マ

 

 

期待漁獲量 

マダイ 3,7

表Ⅵ.4.5 

× 魚価 ×

750 千円/年

表Ⅵ.4.6 

 

増殖場に

× 漁業所得

年 ＋ ヒラ

増殖場の便

40 

おけるヒラ

 

得率 より

メ 21,15

便益算定に

 

ラメ当歳魚の

、表Ⅵ.4.

1 千円/年＝

における生残

の収容尾数

6 の結果か

＝24,901 千

残解析結果

数 

から 

千円/年 

果 
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②海域の生産力の維持効果 

■増殖場整備に由来して増加した一次消費者の生物生産量を、将来の有用資源を生み

出すポテンシャルとして評価 

■直接利用されない一次消費者及び基礎生産の年間生産量をベースとして算定 

■算定手順 

（パターン１） 

Ｖ ＝一次消費者年間平均現存量×Ｐ／Ｂ比×利用率（２／３）×餌料転換効率×餌料

価格 

一次消費者年間平均現存量：134,237 ㎏/年 

Ｐ／Ｂ比：回転率＝年間生産量／年平均現存量。既往文献 41 事例の調査結果から

3 を使用。 

餌料転換効率：既往文献 77 事例の調査結果から 0.128 を使用。 

餌料価格：16 円/㎏（平成 25 年 産地水産物流通統計 漁港別品目別上場水揚量・

価格より、主要 42 漁港でのカタクチイワシの最低価格を採用） 

Ｖ ＝134,237 ㎏×3×2/3×0.128×16 円/kg＝550 千円/年 

 

（パターン１’） 

上記パターン１と同様の手順 

餌料価格：5 円/㎏（三崎漁港・市場残渣のミール利用価格より） 

Ｖ ＝134,237 ㎏×3×2/3×0.128×5 円/kg＝172 千円/年 

 

（パターン２） 

Ｖ ＝一次消費者平均現存量 × P/B 比 × 利用率（2/3） × ＴＮ含有率 × 肥料価格 

一次消費者年間平均現存量：134,237 ㎏/年 

Ｐ／Ｂ比：回転率＝年間生産量／年平均現存量。既往文献 41 事例の調査結果から 3

を使用。 

ＴＮ含有率：「日本食品標準成分表 2015」のたんぱく質含有量をタンパク質窒素換算

係数 6.25 で除して算出。 

餌料生物等たんぱく質含有率：0.15（おきあみ類） 

たんぱく質窒素換算係数：6.25 

肥料価格：135 円/kg（窒素質肥料である燐硝安の価格実績 20kg2,700 円より算出） 

Ｖ＝134,237kg/年×3×2/3×0.15/6.25×135 円/kg＝870 千円/年 
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③魚礁等の構造物の設置に伴う生物資源の増加による水質浄化効果 

■増殖場整備に由来して増加する生物資源の現存量が、生体内に物質を長期固定し水

質浄化に寄与する効果として、下水処理費用で代替して貨幣化。 

■生物現存量は、平衡状態で一定水準に落ち着くことから、本効果の便益額は計測期

間中 1 回のみ計上 

■算定手順 

Ｖ ＝一次消費者平均現存量 × ＴＮ含有率 × 単位ＴＮ除去費用 

一次消費者年間平均現存量：135,371 ㎏/年 

ＴＮ含有率：「日本食品標準成分表 2015」のたんぱく質含有量をタンパク質窒素換算

係数 6.25 で除して算出。 

餌料生物等たんぱく質含有率：0.15（おきあみ類） 

たんぱく質窒素換算係数：6.25 

単位ＴＮ除去費用：漁業集落排水施設 153 事例から算出した処理人口あたりの年間

経費に基づき、物質除去量当たり年間下水道経費を算定（＝25,572 円/㎏・年） 

 

Ｖ＝135,371kg×0.15/6.25×25,572 円/kg・年＝83,081 千円/年 

 

④漁業外産業への効果（前掲①の漁獲量の増大効果に付随して得られる効果） 

■漁獲物は仲買人、運搬業者、小売商等を通して消費者に届けられる。この過程で流

通業者等に帰属する便益が発生し、その金額は下式で示される。 

   

年間便益額（Ｂ）＝Ｑ・（Ｐ－Ｐ１）・Ｒ＝Ｓ・Ｉ・Ｒ 

Ｑ：増加出荷量（ｔ）Ｐ：出荷先市場価格（円／ｔ）Ｐ１：産地市場価格（円／ｔ） 

Ｓ：増加出荷金額  Ｉ：市場間価格上昇率     Ｒ：所得率 

 

年間便益額（Ｂ：ヒラメ）＝43,855 ㎏/年（ヒラメ）×（1,853.5－739.8 円/㎏）×0.275

＝13,431 千円/年 

年間便益額（B：マダイ）＝13,902 ㎏/年（マダイ）×（908.0－666.7 円/㎏）×0.275

＝922 千円/年  

＝14,353 千円／年 

※市場間価格上昇率：平成 15 年～18 年水産物流通統計年報より、境港産地市場と広島市中央

卸売市場の魚価を比較した。 

※所得率：総務省個人企業経済調査より、平成 21 年～25 年の出荷過程における所得率の平均

値である 27.5％を採用した。 
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⑤

■

⑤総便益額の算定

■算定した年間便

は 30 年である

定（パターン１）

便益額に基づき総

。水質浄化効果

 

総便益額を算定し

が 14.6％程度の

表

した（表Ⅵ.4.7）

の便益額の向上を

表Ⅵ.4.7 総便益

 

。基準年から１

をもたらし、新規

益額の試算結果

年の施工期間を経

規項目全体では 16

（パターン１）

経て、翌年から供

6.4％程度向上し

供用開始という想

している。 

想定で計測期間
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⑥

■

⑥総便益額の算定

■算定した年間便

は 30 年である

定（パターン１’

便益額に基づき総

。水質浄化効果

） 

総便益額を算定し

が 14.6％程度の

表

した（表Ⅵ.4.8）

の便益額の向上を

表Ⅵ.4.8 総便益

 

。基準年から１

をもたらし、新規

益額の試算結果

年の施工期間を経

規項目全体では 15

（パターン１’）

経て、翌年から供

5.2％程度向上し

 

供用開始という想

している。 

想定で計測期間
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⑦

■

は

⑦総便益額の算定

■算定した年間便

は 30 年である。

定（パターン２）

便益額に基づき総

水質浄化効果が

 

総便益額を算定し

14.6％程度の便

表

した（表Ⅵ.4.9）

便益額の向上をも

表Ⅵ.4.9 総便益

 

。基準年から１

たらし、新規項

益額の試算結果

年の施工期間を経

項目全体では 17.4

（パターン２）

経て、翌年から供

4％程度向上して

供用開始という想

ている。 

想定で計測期間
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Ⅵ.4.2 水産環境の一体的整備によるネットワーク化の効果の検証 

 水産環境の一体的整備による効果（以下、「ネットワーク化の効果」とする）につい

ては、「指標種等の生残率の向上効果」として検証を進めてきた。ここでは、キジハタ

（白石島海域⇔対照・尾道海域）の検証結果を用い、ネットワーク化の効果の算定方

法を検討する。 

１）基本的な考え方 

（１）個別事業で計上した便益との区分 

■一体的整備による効果の評価は、これまで対象とされてこなかった未利用の生物資

源についても便益算定の対象とすることを基本的な考え方として検討を進めてきた。

一方、海域単位で算定されるネットワーク化の効果については、マスタープラン策

定時の指標種等を主な対象として算定することを基本的な考え方とする。 

■水産環境の一体的整備による効果の評価では、①漁獲量の増加効果、②海域の生産

力維持効果、③生物現存量の増加による水質浄化効果、を個別施設毎に積算するこ

とを基本としている。上記のとおり、ネットワーク化の効果では直接的な利用資源

である指標種等を対象とすることから、漁獲量の増加効果によって評価する 

■漁獲量の増加効果については、増殖場等で生残解析を行って漁獲量の増加分を算定

しているが、この際使用している資源特性値にはネットワーク化の効果による向上

分が含まれていない。 

■よって、資源特性値（＝生残率）の向上分を含んで生残解析を行った場合の漁獲量

と従来の生残率を使用した場合の漁獲量との差分がネットワーク化の効果として計

上することが可能である。 

（２）海域単位で算定されるネットワーク化の便益の配分 

■ネットワーク化の効果による便益は、マスタープランの計画海域全体で算定される

ものであり、事前評価に用いる場合（なお、現時点で用いることの是非は不確定）

には、各事業に按分する必要がある。 

■個別事業それぞれのネットワーク化の効果に対する寄与度を把握することは困難で

ある。また、複数の工種で構成されるマスタープランにおいては、整備単位も異な

ることから、事業規模での按分も適切ではない。 

■したがって、個別事業への便益の配分は、マスタープランの総事業費に対する個別

事業費の割合に基づいて配分することが妥当と考える。 

  



 

 

 

図Ⅵ.

 

4.5 ネッ
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トワーク化

 

化効果のイメメージ 
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２）ネットワーク化の効果の検証結果 

（１）調査概要 

■白石島海域を一体的な整備（高度整備）漁場、尾道市海域を一般的整備漁場（対

照区）として検証。 

■対象魚種はキジハタ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊白石島、尾道市海域とも一体的整備が行われているが、白石島を高度整備、尾道市を一
般的整備とした。 

調査海域  
事業量  

増殖場（m3）  魚礁（空 m3）  

岡山県白石島  ３５，９００  ８７，６００  

広島県尾道市  ９，９００  １４，７００  

 

図Ⅵ.4.6 調査海域と漁場の整備状況 

 

  

山 口  

岡 山 

広 島 
岡山県白石島  

広島県尾道市  

尾道市海域 

白石島海洋牧場 



 

 

（２）

①方

刺網

白石

設置し

が 60ｍ

尾道で

施した。

全長、体

②結

白石島

尾道に比

資源水

加入後

えられ

 

（３）

 ①方

上記

率等の資

市場測

カード

期間は平

②結

両海域

体の割合

る選択漁

資源量

で大型魚

えられ

留率や保

 

 

）資源量の

方法 

による試験

島では平成

て、キジハ

ｍ、天然礁及

では平成 2

。各回調査

体重を測定

結果 

島における

比べて高い

水準の高い

の成長段階

る。 

）生残率の

方法 

の試験操業

資源特性値

測定は漁協

を委託先に

平成 26 年

結果 

域の全長組

合が高い。

漁獲の影響

量に対して

魚（高年魚

る。また、

保護効果が

の底上げ効果

験操業を行い

成 26 年 7 月

ハタを採集

及び離岸堤

25 年 8 月、

査では長さ 4

定した。 

る刺網 100ｍ

い資源水準に

い要因とし

階に応じた漁

表Ⅵ.4.1

の向上効果の

業及び市場測

値を算出した

協（白石島）

に配布し、全

6 月～10 月

組成を比較す

なお、尾道

響はないとい

て漁獲強度が

魚）の割合が

白石島では

が高まるこ

果の検証

い、資源量

7 日～9 日

し、全長及

が 375ｍで

10 月、平

400ｍの刺網

ｍあたりの

にあると考

て、①大規

漁場整備に

10 刺網 1

の検証 

測定で得た

た。 

）、標本船

全長の位置

月である。

すると、白

道の目合 7

いえる。

が強すぎる

が高いのは

は成長段階

とも、大型
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量の指標であ

の３日間に

及び体重を測

であった。

平成 26 年 6

網を魚礁と

キジハタ漁

考えられる。

規模な増殖場

により、地先

00ｍあたり

 

た全長データ

（尾道）に

置に穿孔して

 

白石島では尾

0 ㎜に対し

ると、通常、

は豊富な資源

階毎に生息環
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■山口県の調査結果によれば、3 歳で 6 割が成熟しているとの報告がある。 

■生残し、産卵に加入する資源尾数が多い方が、次世代の資源量も多くなると考えら

れる。 

■仮に、ある年の加入資源尾数が 10,000 尾だった場合、4 歳以降 10 歳までの資源が産

卵に加入するものとして比較すると、白石島：延べ 9,476 尾、尾道：延べ 3,668 尾 

となり、2.5 倍以上の差が生じる。 

■キジハタは雌雄同体で、全長 30～35cm 以上になるとオスの割合が高まることから、

ここでは 4 歳～6 歳のメス親魚の割合を 50％と仮定し、これらが平均 100 万粒産卵

するものとして比較すると、メス親魚：3,822 尾（白石島）1,673 尾（尾道）、産卵

量：3,822 百万粒（白石島）、1,673 百万粒（尾道）となり、約 2.3 倍の差となる。 

 ②便益算定への活用可能性の検討 

■検証調査の結果を基に、ネットワーク化の効果の便益算定の考え方を検討する。白

石島におけるキジハタの生残率は尾道の 0.45 に対し 0.60（0.15 生残率が向上）と

高いことが確認された。この結果に基づき、マスタープランによる漁場整備前と比

較して、整備後は生残率が 0.15 向上するものと考えられる。 

■マスタープランに基づいて整備される増殖場の効果を測定する場合には、生残解析

の際にネットワーク化の効果を考慮した生残率を用いて漁獲量を算定し、通常の生

残率を用いた場合との差分を便益とする。 

・漁獲前生残率＝1‐0.260＝0.740 ⇒ネットワーク化の効果で 0.15 向上 

生残率＝0.890…a 

・漁獲開始後生残率＝1‐（自然死亡率＋漁獲率）＝1-（0.209＋0.331）＝0.460 

 ⇒ネットワーク化の効果で 0.15 向上 

生残率＝0.610…b 

・a より、ネットワーク化の効果を考慮した漁獲前自然死亡率＝1-0.890＝0.110 

・b より、ネットワーク化の効果を考慮した漁獲開始後死亡率＝1-0.610＝0.390 

自然死亡率と漁獲率の比＝0.209：0.331 より、ネットワーク化の効果を考慮した自

然死亡率 0.151、漁獲率 0.239 

■上記の死亡率に基づいて生残解析を実施すると表Ⅵ.4.13 のとおり、個別施設で算定

した漁獲量 9,776 ㎏/年、ネットワーク化の効果を考慮した漁獲量 14,196 ㎏/年となり、

その差 4,420 ㎏/年が便益となる。 

■なお、人工魚礁の漁獲量の事前評価では増産期待量原単位を用いて算定されている

が、現状でネットワーク化の効果を考慮した増産期待量原単位は設定されていないこ

とから、算定はできない。 
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Ⅵ.4.3 「水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン」の改訂案 

ここまでの検討結果を踏まえ、現行「水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドラ

イン」（水産庁漁港漁場整備部）の「２－１０自然環境保全・修復効果」の改訂案を以

下に示す。破線枠内がガイドラインの記述で、赤字が今回の改訂箇所を示す。 

 

２－１０ 自然環境保全・修復効果 

 

１．基本的考え方 

漁港関係事業による自然環境保全又は修復効果として、①家庭・生産排水処理施設整備

や漁港浄化施設整備による泊地・地先水質の浄化または影響、②廃船・廃油・廃棄物処理

施設整備による環境浄化または影響、③自然調和型漁港整備や漁港環境（親水施設や緑化）

整備等による新たな人工的自然環境の創出または影響、④静穏水域の創出等による豊かな

生物多様性を担保する生物環境造創出または影響等が期待される。 

漁場関係事業については、干潟・藻場の造成等による水質浄化や魚礁等の構造物の設置

に伴う生物資源の増加による水質浄化等が期待される。 

 

２．便益の計測方法 

(1)干潟・藻場の増加、浚渫による水質浄化 

干潟や藻場は、水質浄化等の自然環境の保全・修復する機能を持っている。また、漁場

環境保全創造事業、養殖場造成事業による浚渫を実施することで、浚渫土に含まれる有機

物等が除去され、水中に溶出する有機物等が減少し、水質の浄化が期待される。このため、

干潟・藻場が増加する事業や、浚渫の実施による水質浄化効果を便益額として算定する。 

 

 

 

 

 

 

 
①藻場・干潟 

以下のような場合においては、有機物が藻場・干潟によって浄化される（水中から除去

される場合と生物の体内等に取り込まれる場合を含む）ことが期待される。そこで、藻場・

干潟によって浄化される有機物の量と同等量を処理するのに必要な下水道費用相当額を便

益額とする。 

・アサリ増殖場造成事業等で干潟面積や水質浄化機能をもつ動物（アサリ等）、植物（海

藻類・ヨシ等）が増加する場合。 

・その他の地先型増殖場造成事業、広域型増殖場造成事業、コンブ等の海藻類養殖場造

成事業により、水質浄化機能をもつ植物（海藻類、ヨシ等）が増加する場合。 

・漁場保全事業により水質浄化機能をもつ動物（アサリ等）、植物（海藻類・ヨシ等）が

増加する場合。 

 
②浚渫 

浚渫によって減少する溶出有機物の量と同等量を処理するのに必要な下水道費用相当額

年間便益額（Ｂ）＝ｑｄ×Ｃ  

ｑｄ：干潟・藻場の増加による有機物処理量（ｋｇ）  

Ｃ ：有機物処理量に相当する下水道費用（円／ｋｇ） 
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を便益額とする。底質中の有機物の溶出は、生物攪拌等により主に表層の有機物が溶出す

ると考えられるため、表層中の有機物に基づいて便益額を算定する。 

なお、浚渫による有機物処理量は以下により求める。 

浚渫面積（㎡）×単位面積当たり年間溶出有機物減少量 

 
(2)魚礁等の構造物の設置に伴い増加する生物資源が体内へ物質を取り込むことによる水

質浄化 

魚礁等の構造物を海域に設置することで生物の生息環境が新たに創出され、生物資源（海

藻草類、葉上動物、付着生物、底生生物）の生産量が増加する。生物は、生産過程で体内

に物質（窒素、リン等）を取り込むことから水質浄化に寄与している。 

増加する生物資源のうち、現存する生物資源量は一定の期間を経て平衡状態に達し、一

定量が常時環境中に存在し続ける状態となる。これは、生物体内に窒素、リン等の物質を

長期的に固定・貯留する状態と捉えられる。 

よって、増加する生物資源の現存量に基づき、生物体に長期的に固定・貯留される物質

量（窒素量）と同等量を処理するのに必要な下水道費用相当額を便益額とする。なお、生

物資源の現存量は、理論上、平衡状態に達した後は増減しないことから、効果計測期間中

1 回のみ計上できる効果である。 

 

 

 

 

 

 

 

 
1)魚礁等の構造物の設置により増加する生物資源の現存量（Ｑ） 

一般に生物資源の現存量は季節的・経年的に消長が見られることから、常時生物体に固

定・貯留される物質量を計測する方法としては、年間平均現存量を対象として計測する。 

Ｑ ＝ 単位面積当たり年間平均現存量（kg/㎡）×構造物設置の効果範囲面積（㎡） 

 
2)生物体の窒素含有率 

増加する生物種に応じたたんぱく質含有率に基づき、たんぱく質窒素換算係数＝6.25 で

除して算出する。 

ｒ ＝  たんぱく質含有率／たんぱく質換算係数 6.25（五訂増補日本食品標準成分表） 

 

  

年間便益額（Ｂ）＝ Ｑ × r × Ｃ 

Ｑ：魚礁等の構造物の設置により増加する生物資源の現存量（ｋｇ／年） 

ｒ：生物体の窒素含有率 

Ｃ：有機物処理量に相当する下水道費用（円／ｋｇ） 
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Ⅵ.５ 今後の漁場整備のあり方 

 水産環境整備の基本方針では、平成２２年に「水産環境整備の推進に向けて」と題する

提言に記述されている通り、生態系全体の底上げを目指すとともに、これまでの点的な整

備から対象とする水産生物の生活史に対応した漁場整備、すなわち、生息環境の連続性を

踏まえ、俯瞰的に対象範囲を捉え直すことが求められている。今後、水産環境整備を実施

する海域においては、天然礁の立地や、既に漁場整備が実施された箇所等を勘案して、漁

場整備の配置計画を検討し、これらの環境基盤を有機的に連携することによって、一体的

に漁場整備を行う必要がある。また、既存の漁場施設においても定期的に効果を確認し、

劣化が認められた場合には機能回復対策を行う等、適切な維持管理を行う必要がある。本

調査で得られた漁場施設の機能発揮・経年劣化状況、機能回復対策及び漁場整備の効果検

証結果を総括し、これらに関して今後の漁場整備のあり方を以下に示す。 

 

表Ⅵ.5.1(1) 本業務の主な成果と今後の漁場整備のあり方 

調査
項目 

本業務の主な成果 今後の漁場整備のあり方 

漁
場
施
設
の
経
年
劣
化
状
況 

漁場施設では、施設整備後、経年劣化が
起こるが、それらは施設自体の老朽化と
機能劣化に大別される。漁場施設の場
合、老朽化が機能劣化に直接結びつくも
のではない。漁場施設の機能劣化の事例
を分類すると①物理・化学的要因｛（水
質悪化：高水温、貧酸素水塊の発生等）、
（底質悪化、波・流れ：砂の堆積、洗掘、
埋没、破損等）｝②生物的要因（付着生
物、競合海藻、極相化等）③漁業活動（漁
具の絡まり等）、④複合的要因（磯焼け
等）に大別される。 

■砂の堆積や埋没等は、多くの漁場施設
で共通して起こりうる現象であるため、
事前調査等を実施して、設計段階から留
意する。 
■漁場施設の維持管理のために、今後も
モニタリングを継続的に実施し、経過年
数に伴う機能劣化について情報収集を
行い、用途や施設毎に再整理する。 
■沈設魚礁の場合、施設の破損や埋没、
漁具の絡まりがあっても蝟集機能が損
なわれていない場合もあることから、モ
ニタリングによって状態を確認する。 

人工魚礁における機能劣化（要因）とし
ては、蝟集機能の低下（砂の堆積・埋没）
や漁獲効率の低下（漁具の絡まり）が挙
げられる。 
増殖場の機能劣化（要因）として、干潟
では、現存量、生残率、再生産機能の低
下等（砂の流出・堆積、底質悪化、害敵
生物等）が挙げられる。藻場及び浅海域
に設置されている増殖場では、餌料培養
機能の低下、現存量の低下、生息面積の
低下等（砂の堆積・埋没、付着生物、食
害等）が挙げられる。 
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表Ⅵ.5.1(2) 本業務の主な成果と今後の漁場整備のあり方 

調査
項目 

本業務の主な成果 今後の漁場整備のあり方 

漁
場
施
設
の
機
能
回
復
対
策 

機能回復策の実施に対しては、水深が制
限要因となっており、潜水作業の可能な
水深 30ｍ程度までは対策が行われてい
るが、それより深い水深では、劣化を確
認しても、対策を行っていない場合が多
い。 

■増殖場や人工魚礁の機能回復の為のモ
デル事業等を実施し、新たな技術開発等
を推進する。 

【人工魚礁の事例】 
設置水深が深い場合が多く、破損・埋
没・逸散等の魚礁の変化が機能に大きく
影響していると認められる場合でも、補
修や修復は困難な状況にある。一方、網
や釣具等の漁具が魚礁に絡まり、操業に
支障をきたしたり、蝟集量が低下して魚
礁の機能に影響している場合には、費用
と効果を検討して除去を行っている。 
漁具の絡まりについては、潜水除去、魚
礁引き揚げによる除去、鉤付きロッドに
よる除去、ＲＯＶを利用した切断機によ
る方法といった実施事例がある。 

■人工魚礁については、ストックマネジ
メント（長寿命化）というより耐用年数
を迎えた施設の有効活用の観点で検討し
ていく必要がある。 
■機能回復対策には多額の費用がかかる
ことから、単なる機能の回復のみならず、
魚礁ブロックの積み増し等の機能向上対
策についても合わせて検討を行う。 

【増殖場の事例】 
干潟における機能回復対策については、
砂の流失や堆積に対する施設維持管理
に相当する対策と、ツメタガイやナルト
ビエイ等の害敵生物対策といった生物
環境管理に相当する対策に分けられる。

■増殖場における付着生物等による機能
劣化については、一定の機能回復対策を
予め計画時に盛り込むことが必要であ
る。 
■増殖場については、沿岸域に立地し、
環境変動の影響を受けやすいことから、
ハード対策及びソフト対策の両面で順応
的管理の取り組みを推進する。具体的に
は、事業主体によるモニタリングや機能
回復策に加えて、漁業活動によるメンテ
ナンス（付着生物除去等）や水産多面的
機能発揮事業や里海といった地域活動と
連携し、補完しあうことが必要である。 

藻場における機能回復対策については、
基質の嵩上げ、囲い礁の補修といった、
施設維持管理に相当する対策と、磯焼け
対策等の生物環境管理に相当する対策
に分けられる。 
浅海域の増殖場における機能回復対策
については、砂の流失や堆積に対する施
設維持管理に相当する対策と、付着生物
除去等による基質更新といった生物環
境管理に相当する対策に分けられる。基
質更新は、①構造物の引き揚げによる方
法、②潜水による方法で実施されてい
る。 

漁
場
整
備
の
効
果
検
証 

漁場施設は、天然漁場に比べて小規模で
ある場合が多いものの、天然漁場の拡大
や補完に寄与し、年間を通じた操業機会
の確保等の効果を発揮している。 

■既存の漁場施設位置や対象生物の生活
史を勘案して、一体的な漁場整備を行い、
今後も水産環境整備を推進する。 
■例えば、魚類の増殖場で藻場造成を行
う場合には、対象魚種の特性に合わせた
藻場タイプを考慮して整備を行う。 
■気候変動による生物分布の北上や魚種
交代等、漁場環境をめぐる変化に適切に
対応する。 

対象生物の生活史に合わせて漁場施設
を有機的に連携した一体的な漁場整備
を実施した海域では、資源量（ＣＰＵＥ）
の増大や生残率の向上、漁獲量の増大が
期待される。 
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Ⅶ 摘要 

（１）漁場整備のストック量 

■アンケート調査等から、魚礁に関する既存ストック量を経年的にとりまとめた。 
■今後これらの維持管理や耐用年数を迎えた施設の有効活用策を検討していく必要が

ある。 
 
（２）漁場整備の機能発揮状況・経年劣化・機能回復対策 

■漁場施設における経年劣化について老朽化と機能劣化に分けて整理し、後者への対

応が漁場施設では重要であることを示した。 
■アンケート調査、聞き取り調査及び現地調査により、漁場施設の経年劣化及び機能

回復対策の事例を収集し、機能劣化のタイプ分けを行うとともに、今後の機能回復

に対する考え方について、人工魚礁、増殖場別に分けて課題整理を行った。 
 
（３）漁場整備の効果検証 

■効果検証にあたり、アンケート、標本船、試験操業、視認調査等を実施して整備漁

場と天然礁の比較を行った。また、効果指標としては生産効率と生産力に着目した。  
■漁場施設と天然漁場において、蝟集密度や蝟集魚の大きさ、利用率、ＣＰＵＥ等を

比較して漁場施設の効果をとりまとめた。 
■今後は、水産環境整備マスタープランによる海域全体の生産力の底上げ効果の検証

や気候変動に対応した漁場整備方策の検討を行う必要がある。 
 

（４）水産環境の一体的整備による効果の算定手法について 

■施設整備に起因して増加する生物資源量について生態系ピラミッドを想定し、①利

用資源のフロー効果、②未利用資源のフロー効果、③生物現存量のストック効果に

分類した。 

■このうち、生物現存量のストック効果については、水質浄化効果として便益算定し、

ガイドライン改訂案に反映した。なお、本効果は効果評価期間中の 1 回のみ計上す

るものである。 

■未利用資源のフロー効果について、考え方は整理されたが、実海域を想定して、試

算したところ、便益の嵩上げ効果が僅かであったことや、算定手法や諸係数の取り

扱い及び二重計上への懸念等の課題が残ったことから、ガイドラインへの反映につ

いては見送った。 

■水産環境の一体的整備についても、実海域で生残率の向上効果から、算定手法を検

証した結果、生残率の向上を背景とした期待漁獲量の増大効果が示された。 

■今後、同様の事例を積み重ねることにより、ネットワーク化の効果について定量的

な指標を示す必要がある。 

 

（５）漁場整備のあり方検討 

■本調査で得られた漁場施設の機能発揮・経年劣化状況、機能回復対策及び漁場整備

の効果検証結果を総括し、これらに関して今後の漁場整備のあり方をとりまとめた。 


